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事実の概要

　１　本件は、Ｘ１・Ｘ２（抗告人・申立人）が、Ｙ１・
Ｙ２（相手方）との間における一般社団法人日本
商事仲裁協会（以下「JCAA」という。）で行われた
仲裁事件にかかる本件仲裁判断の取消しを求めた
事案である。
　２　ＸらとＹらとの間で契約をめぐる紛争が生
じたので、平成 23 年 6 月 16 日、Ｙらは、JCAA
に対し、契約上の義務違反がない旨を宣言するな
どの仲裁判断を求めて仲裁申立てをしたところ、
同年 8月 11 日、Ｘらは、答弁書を提出するとと
もに、反対請求申立書を提出して、Ｙらの解除が
不適法である旨を宣言し、債務不履行に基づく損
害賠償の支払を命じるなどの仲裁判断を求めた。
　平成 23 年 8 月 24 日、ＹらはＦを仲裁人に選
任したが、Ｘらは同日までに仲裁人を選任しな
いので、JCAA がＧを仲裁人に選任し、ＦとＧは、
同年 9月 20 日、仲裁廷の長たる仲裁人としてＥ
を選任した。
　平成 26 年 8 月 11 日、仲裁廷は、Ｙらの解除
は適法である、Ｙ１には義務違反があるが、Ｘ１は
損害賠償請求権を放棄したなどとする本件仲裁判
断をした。
　３　平成 26 年 11 月 13 日、Ｘらは本件仲裁判
断の取消しを求める申立てをしたところ、裁判所
はこれを棄却したので１）、Ｘらは、原決定の取消
しと本件仲裁判断の取消しを求めて抗告した。
　４　Ｘらの主張は、ＥはＮ法律事務所のシンガ
ポール・オフィスに所属する弁護士であるが、同
じくＮ法律事務所のサンフランシスコ・オフィス
に所属する弁護士Ｏが、Ｙ１の完全兄弟会社であ

るＰを被告とする米国でのクラスアクションに
おいてＰの訴訟代理人を務めていたとの事実（以
下、本決定にならって、「本件利益相反事由」という。）
があるにもかかわらず、Ｅは、これを開示しな
かったものであり、この開示義務違反は、仲裁廷
の構成または仲裁手続が日本の法令に違反するも
のとして取消事由（仲裁法 44 条 1 項 6号）に当た
るなどというものである。なお、弁護士Ｏは、遅
くとも平成 25 年 2 月 22 日以降、Ｎ法律事務所
のサンフランシスコ・オフィスに所属するものと
認められ、米国でのクラスアクションでは、Ｙ１
とＰに共通の親会社であるＭも共同被告とされて
いた。

決定の要旨

　１　「開示義務は、仲裁人を忌避するかどうか
の判断資料を当事者に提供するためのものである
から、その対象となる事実は、忌避事由（仲裁法
18 条 1 項）そのものよりも広い範囲の事実が含
まれると解するのが相当である。本件利益相反事
由は、……抗告人ら〔Ｘら〕の立場からすれば、
Ｅを忌避するかどうかを判断するための重要な事
実といえるから、これが、開示義務の対象となる
ことは明らかである。」
　「仲裁人は、仲裁手続の進行中、開示義務の対
象となる事実の発生時期のいかんを問わず、開示
していない事実の全部を遅滞なく開示しなければ
ならないとされており（仲裁法 18 条 4 項）、こ
れは、仲裁人の忌避制度の実効性を担保するとと
もに、仲裁に対する信頼を確保するためのもので
あるから、仲裁人の公正性又は独立性に疑いを生
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じさせるおそれのある事実が客観的に存在してい
るにもかかわらずその事実を仲裁人自身が知らな
かったという理由で上記開示義務を免除すること
はできない。」
　「仲裁人が手間をかけずに知ることができる事
実については、仲裁人には、開示のための調査義
務が課されるべきである。そして、本件利益相反
事由については、Ｅが所属する法律事務所である
Ｎ内においてコンフリクト・チェック（当該案件
の当事者及び対象を明示して当該法律事務所所属
の全弁護士に利益相反がないかどうかを照会して
確認する手続）を行うことにより、特段の支障な
く調査することが可能であったというべきであ
る。本件においてこのような調査がＮ内で実施さ
れたかどうかは一件記録上明らかでないが、当該
調査が実施されたのに開示されなかった場合には
もちろんのこと、当該調査が実施されなかったた
めに開示されなかった場合であっても、本件利益
相反事由の不開示につき、開示義務違反の責任を
免れない。」
　「Ｅは、本件表明書において『Ｎの弁護士は、
将来、本件仲裁に関係しない案件において、本件
仲裁の当事者及び／又はその関連会社に助言し
又はそれらを代理する可能性があります。』と表
明しているが、これは、将来、生起する可能性の
ある抽象的、かつ、潜在的な利益相反を表明して
いるものにすぎず、これにより、現実に発生した
本件利益相反事由を開示したことにはならないか
ら、本件利益相反事由は『既に開示した』とはい
えない。」
　「以上に検討したとおり、本件利益相反事由に
つき、Ｅには開示義務違反（本件開示義務違反）
があるというべきである。」

　２　「仲裁人の開示義務が、仲裁手続の公正及
び仲裁人の公正を確保するために必要不可欠な制
度であることを考慮すると、本件開示義務違反は、
それ自体が仲裁廷の構成又は仲裁手続が日本の法
令に違反するものとして仲裁法 44 条 1 項 6 号の
取消事由に該当するというべきである。」
　「本件利益相反事由は、その内容からして、仲
裁人の忌避事由に該当する可能性がないとはいえ
ないものであり、その不開示は決して軽微な瑕疵
とはいい難い……、本件開示義務違反は、重大な
手続上の瑕疵というべきであるから、それ自体が、

たとえ、本件仲裁判断の結論に直接影響を及ぼす
ことがないとしても、仲裁法 44 条 1 項 6 号の取
消事由に該当するというべきである。」
　「仲裁手続及び仲裁判断の公正を確保するとと
もに、仲裁制度に対する信頼を維持するためにも、
本件仲裁判断をこのまま維持することはできず、
したがって、当裁判所は、本件申立てを裁量棄却
することはしない。」

判例の解説

　一　本決定の意義
　本決定は、利益相反事由にかかる開示義務違反
を理由に仲裁判断の取消申立てを認めたものであ
り、公刊されたものでは初めての例であるとみら
れる。また、これを消極に解した第一審の判断を
覆して仲裁判断を取り消したものであり、そのこ
とからも注目される。
　弁護士を仲裁人に選任したとき、仲裁人の開示
義務はどうであるか、その違反をどう考えるかな
ど、本決定は、利益相反事由にかかわる一つの事
例判断ではあるが、実務上、重要な意義をもつと
いえよう。

　二　本決定の検討
　１　原決定と本決定とでは、基本的な事実認定
に大きな違いはないようであるが、その事実評価
のしかたに違いがあり、仲裁人の開示義務違反と
そこに結び付けられる効果の理解に違いがあっ
て、結論が分かれたものとみられる。本件で問わ
れたのは、わが国（または、わが国の裁判所）にお
ける利益相反に対する感度の問題であるとの指摘
もあり２）、根底にそうした面があるのはそのとお
りであろう。

　２　仲裁人は、仲裁手続の進行中、すでに開示
したものを除いて、「自己の公正性又は独立性に
疑いを生じさせるおそれのある事実」の全部を遅
滞なく開示しなければならない（仲裁法18条4項）。
仲裁人に就任しようとする者も、同じである（同
条 3項）。
　このように、仲裁人（または仲裁人候補者）に
開示義務が課されているのは、仲裁人の公正性・
独立性を確保すべく、忌避の制度を設ける仲裁に
あって、当事者の忌避申立権は、十分な情報が提
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供されていることが前提にあってはじめて実効あ
るものとなるからである３）。その趣旨からして、
開示すべき事実は、忌避事由たる「仲裁人の公正
性又は独立を疑うに足る相当な理由があるとき」
（仲裁法 18 条 1 項 2 号）より、その範囲は広いと
される４）。いずれにせよ、開示義務の前提として、
仲裁人は、開示すべき事実があるかどうか、合理
的な範囲で調査する義務を負うと考えるのでなけ
ればならない５）。
　以上を踏まえて本件についてみると、本件利益
相反事由は、Ｅが本件仲裁廷の長に選任された後、
本件仲裁の申立てから 1年半ほどして、Ｏが同
じ法律事務所に移籍してきたことによって生じた
ものであるが、いまやグローバル・スタンダード
ともいえる「国際法曹協会（IBA）による利益相
反ガイドライン」６）に照らしても、開示すべき事
実であったというべきであろう７）。
　では、Ｅが本件利益相反事由を開示しなかった
ことは、開示義務違反となるのかどうか。本件に
おいて、Ｅが合理的な範囲で調査を尽くしたけれ
ども、本件利益相反事由を知ることができず、そ
れ故、開示できなかったというなら、開示義務違
反を問うことはできないだろうからである。
　ところで、Ｅが本件仲裁廷の長に就任するにあ
たって JCAA に提出した本件表明書の趣旨をどの
ように読むか、一つの問題となりうる８）。開示義
務はいずれにせよ免除されないし９）、また、本件
表明書をもって調査義務の履行拒絶を意図したわ
けでなく、なお調査義務を負っているのだとする
と 10）、本件においては、本件利益相反事由が生
じてから本件仲裁判断がされるまで 1年半ほど
が経過しているところ、この間、Ｅが合理的な調
査をせず、本件利益相反事由を知ることができな
かったのもやむをえないとは評価されないという
ならば 11）、開示義務違反となると解することに
なろう。とはいえ、「合理的な」の幅のとり方で
はあるが、仲裁人就任後の継続的な調査義務は過
度な負担にもなりかねず、選任時よりかは限定的
でありえてよいとする考えにも 12）、一定の合理
性はあろう。

　３　開示義務違反は、仲裁手続の法令違反とし
て取消事由（仲裁法 44 条 1 項 6 号）に当たる 13）。
開示すべきであった事実が忌避事由に当たると
きにかぎって取消事由となると考えるにせよ 14）、

いわゆる裁量棄却の余地を認めるならば、具体的
な事案における結論に大きな違いはなく、要は、
説明のしかたの違いでしかないといえないでもな
い 15）。しかし、開示すべきであった事実が忌避
事由に当たらないときでも、開示義務違反そのも
のの悪性が高く違法性を帯びることはありえて、
そのときには取消事由となると考えるならば 16）、
理論としては、開示義務違反そのものと、開示す
べきであった事実が忌避事由に当たることとは分
けておくべきであろう。
　そこで、開示義務違反は取消事由に当たるとし
つつ、開示できなかったのは何故か、開示すべき
であった事実は忌避事由に当たるのか、忌避事由
に当たるとして、当該仲裁人の公正性・独立性を
どれほどの深刻さで疑わせることになるか、そし
て、そのことが仲裁手続や仲裁判断にどのように
影響したのかなど、実質的な判断を踏まえて、取
り消すべきかどうかを決することになる 17）。開
示義務の意義、そして、仲裁手続や仲裁判断の公
正確保をより重視して、忌避事由に当たる事実を
開示しなかったという、その違反を捉えて、仲裁
判断を取り消すべきとの考えは十分にありうる。
しかし、仲裁判断を取り消したときには、それま
での時間、費用などが無駄になることを考慮する
と、たとえば、3人の合議体たる仲裁廷が全員一
致で仲裁判断をした場合には、開示すべきであっ
た事実の重大な影響はみられないとして、仲裁判
断を取り消すまでのことはないと考えてもよいの
でないだろうか 18）。
　以上を踏まえて本件についてみると、本件利益
相反事由は、外形的には、忌避事由に当たる可能
性が高い 19）。もっとも、同じ法律事務所とはいえ、
所在国が異なる 2つのオフィスはどのような経
済的関係にあり、どのように経済的に影響し合っ
ているのかなど 20）、本件事案に即して具体的に
吟味する必要はあろう。
　問題は、仲裁手続や仲裁判断の公正確保と衡量
しつつ、本件利益相反事由が重大な影響を与えた
といえるかどうかである。原決定は、ＥとＯとの
間で情報交換がされた事情は認められず、Ｅは米
国でのクラスアクションに関する情報に接する機
会はなかったなどとして、取消しを認めなかった。
これに対しては、それだけで軽微な瑕疵だという
のは表面的であると批判され 21）、もっともなと
ころもある。それにしても、それらにつき取消申
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立人に主張立証を求めるのでは、酷な結果となる
こともあろう 22）。そうした面があることは否め
ないが、強いていうなら、そのような事態が生じ
るのは、この場合にかぎったことでもなく、一般
論として手当てされるべきものであろう。

　三　本決定の評価
　以上までに検討したように、本件利益相反事由
は開示すべき事実であって、それをＥが開示しな
かったことは開示義務違反であると考え、そして、
開示すべきであった事実は忌避事由に当たると考
えるにせよ、それらのことから本件仲裁判断の取
消しを導いた本決定の論の運びは、いささか乱暴
にすぎるように思われないでもない。
　本決定に対しては抗告許可申立て、特別抗告が
されているとのことであり、最高裁の判断が待た
れるところである。
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17）近藤ほか・前掲注３）249 頁、小島＝猪股・前掲注３）
222 頁、山本＝山田・前掲注４）336 頁など。

18）中村・前掲注 10）435 頁が紹介する。
19）芳賀・前掲注１）58～59 頁は、IBA ガイドラインのオ
レンジ・リスト 3.1.4「仲裁人の法律事務所が、過去 3
年以内に、別の事件について当該仲裁人が関与していな
いものの、当事者の一方もしくはその関連会社のために、
またはこれらを相手方として代理人を務めたこと」を参
照して、忌避事由に該当するという。中村・前掲注 10）
437 頁とその注 61 は、同じく IBA ガイドラインの放棄
可能なレッド・リスト2.3.6「仲裁人の法律事務所が、現在、
一方当事者またはその関連会社との間で、重大な商業上
の関係を有する」を参照して、本件事情がこれに該当す
るときは、取り消されることになるという。

20）浜辺・前掲注２）3～4頁参照。ただし、浜辺・同前が
指摘するように、法律事務所内部の実情に踏み込むには、
相当程度の限界があろう。

21）浜辺・前掲注２）3頁。
22）芳賀・前掲注１）59～60 頁は、原決定の判示を踏まえ、
結論自体は適切であったと評価しつつ、そのように指摘
する。

中央大学教授　猪股孝史


